
 

平成２１年度予算要求基準 

Ⅰ 事業別要求基準 

（Ａ）重点化事業 

 

１ 予算要求基準 

 

主に、第四次総合計画において、重点的に取り組むべき施策として位置付けられた事

業のための経費です。以下の事業について、積み上げにより、必要な経費を必要最小限

で見積もった要求とします。 

なお、予算要求については、新規及び継続事業の各事業単位で行うものとし、継続事

業については、事業評価結果を反映した要求限度額を事業ごとに設定します。 

 

２ 重要課題 

 

（１）『次世代を担う人づくり』戦略プロジェクト 

 

① 豊かな心をはぐくむ『教育創造都市』づくり（九州一のまちづくり） 

・ 教員の教える力、指導する力を高め、子どもたちの学力向上やいじめや不登校の

ない学校づくりや障害を抱えた児童生徒に対する学習環境の充実に取り組む事業

に対応します。 

・ 児童生徒の保護者や地域住民が積極的に学校運営に関わり、開かれた学校づくり

を進め、地域・家庭・学校が連携し地域ぐるみで子どもを育む環境整備に取り組む

事業に対応します。 

・ 子どもたちが創造的で感性豊かに育つように、読書環境の充実を図る事業に対応

します。 

・ 公民館機能の充実や高等教育機関との連携を進め、地域における生涯学習の充実

を図る事業に対応します 

・ 地域住民の生涯学習や文化芸術・スポーツ活動への参加を促し、地域を担う人材

の育成や地域づくりに取り組む事業に対応します。 

 

② 次世代を担う子どもをはぐくむ『子育てサポート都市』づくり 

（九州一のまちづくり） 

・ 市民や地域、行政が一体となって、子育てをサポートする体制を整え、子どもを

安心して育てられる社会環境の整備に取り組む事業に対応します。 

・ 子育て中の保護者が家庭と仕事を両立できるように、多様な保育サービスの提供

と子育てにやさしい就労環境の普及に取り組む事業に対応します。 

・ 子育て中の家庭の経済的負担を軽減する事業に対応します。 



 

（２）『地域コミュニティ活性化』戦略プロジェクト 

 

① 住民が主体となって市民活動を行う『ボランティア都市』づくり（九州一のまちづくり） 

・ ＮＰＯ、ボランティア団体、地域活動団体などを支援するとともに、社会貢献活

動・地域コミュニティ活動の拠点やネットワーク体制の整備に取り組む事業に対応

します。 

・ 福祉や教育・文化、地域の安全、観光など多方面にわたるまちづくり活動に携わ

る人材の育成に取り組む事業に対応します。 

 

② 高齢者、障害者が安心して暮らせる『健康福祉都市』づくり（九州一のまちづくり） 

・ 地域や家庭で自立した生活が送れるように、高齢者や障害者に対する在宅福祉サ

ービスの充実や居住環境・都市環境の整備に取り組む事業に対応します。 

・ 心身ともに健康で充実した暮らしが送れるように、社会参加の促進や就労支援、

経験を活かした生きがいづくりをサポートする事業に対応します。 

・ 災害時の避難や被災地の生活が安心してできるように、地域と連携した支援体制

づくりに取り組む事業に対応します。 

 

③ 資源循環型社会の先進地を目指す『環境都市』づくり（九州一のまちづくり） 

・ 自然とのふれあいの場を提供するなど、市域全体に広がる豊かな自然に親しむ環

境の整備に取り組む事業に対応します。 

・ 循環型社会の構築や地球温暖化の防止のため、市民、地域、事業者、行政が一体

となって、ＣＯ２削減、ごみ減量、エネルギーの有効利用に取り組む事業に対応し

ます。 

・ 多様な都市機能がコンパクトに集積した都市構造の構築や公共交通機関の利用促

進を図り、環境にやさしいまちづくりに取り組む事業に対応します。 

 

（３）『都市の魅力創出』戦略プロジェクト 

 

① 美しい自然と情景につつまれた『景観都市』づくり（九州一のまちづくり） 

・ 景観意識の啓発に努め、美しい街並みづくりを進めるとともに、市民・事業者・

行政が協働して、花や緑のまちづくりを進め、「活力と緑あふれる太陽都市･･･みや

ざき･･･」にふさわしい景観形成に取り組む事業に対応します。 

・ 里山や農地など、市街地周辺の自然環境を保全する活動を支援し、良好な農村環

境の維持・整備に取り組む事業に対応します。 

 

② 宮崎の魅力と交流を高める活力ある『産業都市』づくり 

・ 農林水産分野などでの意欲ある担い手の育成や、生産基盤の整備、地場産品の高

付加価値化やブランドの確立に取り組む事業に対応します。 

・ 各種産業との連携や地域資源の活用による観光産業の振興や、地域特性を活かし

た「スポーツランドみやざき」を推進し、地域間交流の促進と地域経済の活性化を

図る事業に対応します。 



 

・ 大型企業の誘致に向けた中核的工業団地を開発するとともに、企業誘致を積極的

に進め、雇用の場を創出する事業に対応します。 

・ 中心市街地の「にぎわいや活力」を取り戻すため、中心市街地の活性化を図る事

業に対応します。 

 

③ 高い危機管理能力を持つ『総合防災都市』づくり 

・ 市民一人ひとりの防災意識を高め、地域で災害に備える体制を整えるとともに、

消防団組織の強化に取り組む事業に対応します。 

・ 災害に強いまちづくりを進めるため、防災・減災施設や避難・救助体制の整備に

取り組む事業に対応します。 

・ 市民の健康を守るため、危機管理体制を確立し重大な感染症の発生などに、迅速

かつ的確に対応する事業に対応します。 

 

３ 予算要求限度額 

 

（１）新規事業 

１）事業評価対象事業 

予算要求限度額は設定しません。 

 

（２）継続事業 

１）事業評価対象事業 

①「拡充」と評価された事業 

平成２０年度当初予算額の一般財源ベースから３０％増額した額を予算要

求限度額とします。 

②「現状維持」と評価された事業 

平成２０年度当初予算額の一般財源ベースから５％減じた額を予算要求限

度額とします。 

③「縮小」と評価された事業 

平成２０年度当初予算額の一般財源ベースから３０％減じた額を予算要求

限度額とします。 

 

なお、予算要求限度内の要求の場合は、原則、査定しませんが、継続事業評価に

おいて、改善有とされた事業については、改善内容の確認をします。 

 

（３）事業評価対象外事業（平成２０年度新規事業） 

平成２０年度当初予算額の一般財源ベースから５％減じた額を予算要求限度額と

します。 



 

（Ｂ）政策的事業 

 

１ 予算要求基準 

 

市政上、当面の重要なプロジェクト等であって、緊急又は時限的な対応が必要であり、

年度間の経費の増減が大きい事業、事業規模の大小にかかわらず取り組むべき事業など

に対応することとします。以下の事業について、積み上げにより、必要な経費を必要最

小限で見積もった要求とし、予算編成過程の中で調整することとします。 

 

２ 予算要求の対象となる事業 

 

（１）新規事業評価対象事業{（Ａ）重点化事業を除く事業} 

 

（２）新市建設計画に位置付けられる事業（実施計画事業） 

 

（３）主要プロジェクト事業 <指定事業> 

① 下江上畑線道路改良事業 

② 生目古墳群史跡公園整備事業 

③ 東部第二土地区画整理事業 

④ 学校プール改修事業 

⑤ 昭和通線（小戸之橋架け替え）整備事業 

 

（４）サンシャインネット計画推進委員会が必要と認めたシステム開発関係経費 

 

（５）単年度限り経費 

・(例)大会開催関係経費 

 

３ 予算要求限度額 

予算要求限度額は設定しません。 

 

（Ｃ）公共投資関係事業 

 

１ 予算要求基準 

 

重点化事業又は政策的事業に対応するものを除く公共投資関係事業については、国・

県事業負担金、受託事業、災害復旧事業、災害関連事業、継続費及び債務負担行為に基

づく歳出化分等を除き、一般財源ベースを基準とする予算要求限度額を設定することと

しますので、予算要求に当たっては、以下のとおりとします。 



 

２ 予算要求方法及び限度額 

 

（１）補助事業・交付金事業 

① 公共事業評価の評価対象となっている新規補助事業等については、その趣旨を尊

重することとしますが、継続の補助事業等と併せて、平成２０年度当初予算額の一

般財源ベースから１０％減じた額を予算要求限度額とします。 

※地方特定道路整備事業、県単独事業については、これに含みます。 

 

② 災害関連事業については、所要額とします。予算要求限度額は設定しません。 

 

（２）単独事業 

① 公共事業評価で評価対象となっている単独事業(新規、継続)及び評価対象外の単

独事業については、平成２０年度当初予算額の一般財源ベースから１０％減じた額

を予算要求限度額とします。 

 

（３）国・県事業負担金 

必要な経費を所要額とします。予算要求限度額は設定しません。 

なお、この場合には、地方財政法第２７条第２項に基づく手続きが必要な場合があ

りますので、遺漏のないよう関係機関と調整してください。 

 

（４）受託事業 

必要な経費を所要額とします。予算要求限度額は設定しません。 

 

（５）災害復旧事業 

① 現年補助災害復旧事業については、以下のとおり予算計上の上限額を事業費ベー

スでの予算要求限度額とします。 

・道路災害 約１億円  ・公園災害 約2,000万円 ・林業災害 約1,000万円 

・河川災害 約１億円  ・農地災害 約4,000万円 

 

② 過年補助災害で災害査定済みのものはその所要額とします。 

ただし、未査定のものは必要な経費を所要額とします。予算要求限度額は設定し

ません。 

 

③ 単独災害復旧事業については、以下のとおり予算計上の上限額を事業費ベースで

の予算要求限度額とします。 

・道路災害 約200万円  ・公園災害 約1,000万円  ・林業災害 約100万円 

・河川災害 約200万円  ・農地災害 約  500万円 



 

（Ｄ）義務的経費 

 

１ 予算要求基準 

 

 義務的な負担を要することから、シーリング対象外として認められる以下の経費につい

ては、積み上げにより、必要な経費を必要最小限で見積もった要求とし、できる限り歳出

の抑制を図ることとします。 

 

２ 予算要求対象経費 

 

（１）人件費（特別職報酬、職員の給与費、共済組合負担金、管理運営的な委託料・補助

金に含まれる人件費分） ※節０７の賃金は物件費であり、一般行政事業に区分さ

れます。 

 

（２）扶助費（負担金・補助金等で社会福祉施設に措置を委託した場合の措置費などで扶

助費的性格のものを含む） 

 

（３）公債費（一時借入利子及び地方債取り扱い手数料を含む） 

 

３ 予算要求限度額 

予算要求限度額は設定しません。 

 

（Ｅ）一般行政事業 

 

１ 予算要求基準 

 

一般行政事業（（Ａ）～（Ｄ）以外の事業）については、施策の抜本的見直し等によ

る歳出の縮減を図るとともに、重点化事業、政策的事業への予算配分の重点化及び重要

施策の効率化を図るため、以下のとおり、事業評価対象事業と事業評価対象外事業に区

分します。 

 

２ 予算要求方法及び限度額 

 

（１）事業評価対象事業 

① 「拡充」と評価された事業 

平成２０年度当初予算額の一般財源ベースで２０％増額した額を予算要求限

度額とします。 



 

② 「現状維持」と評価された事業 

平成２０年度当初予算額の一般財源ベースから１０％減じた額を予算要求限

度額とします。 

③ 「縮小」と評価された事業 

平成２０年度当初予算額の一般財源ベースから３０％減じた額を予算要求限

度額とします。 

 

なお、予算要求限度内の要求の場合は、原則、査定しませんが、継続事業評価にお

いて、改善有とされた事業については、改善内容の確認をします。 

 

（２）事業評価対象外事業 

 

平成２０年度当初予算額の一般財源ベースから１０％減じた額を予算要求限度額と

します。 

なお、生活密着関連事業等真にやむを得ない要因に対応する経費は、予算編成過程の

中で調整することとします。 

 

Ⅱ その他の事項 

 

１ 予算要求の取りまとめ 

 

（１）部局の予算要求方針の策定 

   重点化事業、政策的事業等について、十分考慮し策定してください。 

 

（２）予算要求の限度額内での調整 

   予算要求限度内で調整した事業については、原則、見積り額をもって予算計上額

としますが、次の事項については、財政課との協議事項とします。 

  ① 新規事業（設備、施設整備も含む） 

  ② 補助率、単価等の制度内容を変更したもの 

  ③ 団体補助金を増額したもの 

  ④ 部局間、課室間での連携が必要なもの 

  ⑤ その他全庁的調整を必要とするもの 

 

２ 予算要求の限度額設定上の留意点 

 

（１）企業会計部局については、一般会計の予算要求基準に準じることとします。 

（２）特別会計部局において繰出金を充当する一般行政事業については、一般会計の予

算要求基準に準じることします。 

（３）予算要求限度額を設定した事業間の揺り動かしは、原則、認めませんが、やむを

得ず部局内等における事業費の揺り動かしがある場合は、財政課と協議してください。 


